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１Ｆ０５ 

第 5 期科学技術基本計画に向けた地域科学技術イノベーション政策の 
課題と展望 

 
○岡本信司（文部科学省） 

 
 
 
 

１．はじめに 

第 4 期科学技術基本計画は民主党政権下において

2011年8月閣議決定されたが，2012年12月の自民党

への政権交代に伴い，科学技術イノベーション総合戦

略，日本再興戦略等が新たに閣議決定されて，第 4 期

科学技術基本計画を踏まえつつも地域資源活用によ

る地域再生等科学技術イノベーション政策について新

たな方向性が示された。 

本研究では，地域科学技術イノベーション政策につ

いて，第 4 期科学技術基本計画までの基本計画及び

科学技術イノベーション総合戦略・同 2014 における基

本政策等の構成・変遷等を分析することにより，第 5 期

科学技術基本計画の策定に向けた課題と展望につい

て考察する。 
 
２．科学技術基本計画における地域科学技術イノベ

ーション政策の変遷 

２．１ 第 1～３期科学技術基本計画における基本

政策 

科学技術基本法（1995年法律130号）において，

科学技術基本計画は，1.研究開発（基礎・応用/開発

研究，技術開発を含む）の推進に関する総合的な方

針，2.研究施設及び設備の整備，研究開発に係る情

報化の促進その他環境整備に関し政府が総合的かつ

計画的に講ずべき施策，3.その他科学技術振興に関

し必要な事項を定めるものと規定された。 
これを受けて，第 1 期科学技術基本計画（1996

年7月閣議決定，対象期間：1996～2000年度）は，

第 1 章.総合的方針，第 2 章.総合的かつ計画的施策

展開の全2章で構成されて，第2章の「Ⅳ.地域にお

ける科学技術の振興」として，①地域の研究開発水

準の高度化等に資する科学技術関連施設の整備に対

する支援の拡充，②地域のニーズ等に対応した産学

官連携・交流促進のためのコーディネート活動の強

化，③公設試験研究機関の研究開発・技術支援，連

携構築の支援，公立大学の支援の推進，④政府関連

の研究開発機能の地域展開が掲げられた。 
第2期科学技術基本計画（2001年3月閣議決定，

対象期間：2001～2005年度）は，第1章.基本理念，

第 2 章.重要政策（Ⅰ.戦略的重点化，Ⅱ.システム改

革，Ⅲ.国際化の推進），第3章.総合科学技術会議の

使命の全 3 章で構成されて，第 2 章Ⅱの「3.地域に

おける科学技術振興のための環境整備」として，「(1)
地域における知的クラスターの形成」及び「(2)地域

における科学技術施策の円滑な展開」で構成され，

「知的クラスター」は「地域のイニシアティブの下

で，地域において独自の研究開発テーマとポテンシ

ャルを有する公的研究機関等を核とし，地域内外か

ら企業等も参画して構成される技術革新システム」

として定義された。 
第3期科学技術基本計画（2006年3月閣議決定，

対象期間：2006～2010年度）は，第1章.基本理念，

第2章.戦略的重点化，第3章.システム改革（1.人材，

2.科学発展と絶えざるイノベーション創出），第4章.
社会・国民に指示される科学技術，第5章.総合科学

技術会議の役割の全5章で構成されて，第3章2の

「(4)地域イノベーション・システムの構築と活力あ

る地域づくり」として，「①地域クラスターの形成」

及び「②地域における科学技術施策の円滑な推進」

で構成され，「知的クラスター」，「産業クラスター」

を含む地域クラスターの形成等による地域イノベー

ション・システムの構築等が掲げられ，地域におけ

る産学官連携の推進についてはコーディネータ機能

の強化が重要であるとされた。 
 
２．２ 民主党政権による政策変更と第４期科学技

術基本計画における基本政策 

2009 年 9 月に民主党政権が発足，既に執行中の

2009 年度第 1 次補正予算について大幅に見直しを

行い，文部科学省関連地域科学技術関連予算等の一

部執行を停止した。 
また，行政刷新会議（2009年閣議決定）による事

政策オプションの作成日本大学文理学部心理学科 坂本真士先生 

3.3  
3.1，3.2 の検討・分析結果をもとに，比較可能な４つの政策オプションを試行的に作成した（表 3 参

照）．この結果，当然のことながら全ての技術に開発投資した政策オプション①が患者数，医療費抑制

が最大となったが，投資と経済的影響の比較において効果的と考えられる政策オプションは，予知マー

カー技術の開発支援（政策オプション②）や ICT による指導技術高度化支援（政策オプション③）に集

中投資することであることが試行的に分かった． 

以上より，糖尿病予備群など早期のステートで政策を講じることが効果的であると推論できた． 

 

表３ 糖尿病の予知・予防に係る政策オプションの作成結果 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 結論 

本研究により，研究開発投資が知識ストックに与える影響と医療分野における政策オプションの作成

方法のプロトタイプを確立することができた．今後，この手法を科学技術政策の立案等の実務にて活用

できるようにするためには，次の課題に取り組む必要がある． 

① 頑健かつ緻密な政策パターンの検討を可能にするために，政策手段（研究助成・拠点整備等）

による投資額や社会的・経済的影響の差異を分析する手法を構築する 
② 合理的な政策オプションの作成と評価を可能にするために，多様で，かつ説得力のある政策シ

ナリオの作成機能を強化する 
③ 医療分野のみならず様々な分野で高い精度の効果分析を可能にするために，研究開発投資の効

果分析に必要な基盤データを整備する 
④ より高い精度での推計を可能にするために，社会的・経済的影響の推計手法に，より信頼性の

高いデータを用いる 
 
5. 謝辞 

本研究は，平成 25 年度科学技術総合研究委託事業「科学技術イノベーション政策における『政策の

ための科学』」推進事業における政策オプション作成に資する社会的・経済的影響分析手法の試行」に

おいて行ったものであり，本稿はその成果をとりまとめたものである． 

政策パターン 社会的影響
(ﾊﾟﾀｰﾝ⑤との差)

経済的影響※3

(ﾊﾟﾀｰﾝ⑤との差)

政策⼿段※1 投資総額※1 実現時期 普及割合※2 糖尿病患者数
(2030年時点）

実質GDP
(2030年時点)

政策ｵﾌﾟｼｮﾝ① 全技術の開発に
投資 300億円 ②~④

のとおり
②~④
のとおり ▲10万⼈ ＋2554億円

[ 100ポイント ]

政策ｵﾌﾟｼｮﾝ②
予知ﾏｰｶｰ技術
の開発に集中投
資

100億円 2020年頃 50% ▲ 8万⼈ ＋1691億円
[ 66ポイント ] 

政策ｵﾌﾟｼｮﾝ③
ICTによる指導
技術⾼度化に
集中投資

100億円 2015年頃 50% ▲ 4万⼈ ＋853億円
[ 33ポイント ]

政策ｵﾌﾟｼｮﾝ④
再⽣医療技術
の開発に集中投
資

100億円 2025年頃 15% ▲ 2万⼈ ＋41億円
[ 2ポイント ]

※1 仮想の政策⼿段・投資総額（開発実現まで毎年均等に投資すると想定） ※2 開発した技術が糖尿病患者に普及する割合
※3 括弧内の数値は「政策パターン①と政策パターン⑤の差」に対する⽐率
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ョンシステムを駆動する」，「イノベーションを結実

させる」の3課題を強化するとして，産学官の連携･

府省間の連携の強化，研究支援体制の充実等が示さ

れている。 
 

３．２ 日本再興戦略における地域科学技術イノベ

ーション政策 

2013 年 6 月に閣議決定された「日本再興戦略

-JAPN is BACK」では，3つのアクションプランと

して，1.日本産業再興プラン，2.戦略市場創造プラ

ン，3.国際展開戦略を掲げた。 
1.日本産業再興プランは，(1)緊急構造改革プログ

ラム，(2)雇用制度改革・人材力の強化，(3)科学技術

イノベーションの推進，(4)世界最高水準の IT 社会

の実現，(5)立地競争力の更なる強化，(6)中小企業･

小規模事業者の革新，で構成されている。 
この中で，(3)科学技術イノベーションの推進とし

て，科学技術イノベーション総合戦略に基づき，①

「総合科学技術会議」の司令塔機能強化，②戦略的

イノベーション創造プログラムの推進，③革新的研

究開発プログラムの創設，④研究開発法人の機能強

化，⑤研究支援人材のための資金確保，⑥官･民の研

究開発投資の強化，⑦知的財産戦略・標準化戦略の

強化，(5)立地競争力の更なる強化としては，①「国

際戦略特区」の実現等，(6)中小企業･小規模事業者

の革新では，①地域のリソースの活用・結集・ブラ

ンド化等が掲げられている。 
また，2.戦略市場創造プランでは，テーマ 1：国

民の「健康寿命」の延伸，テーマ2：クリーン･経済

的なエネルギー需給の実現，テーマ3：安全･便利で

経済的な次世代インフラの構築，テーマ 4：世界を

惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の実現で構成さ

れ，「世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の実

現」として，①世界に冠たる高品質な農林水産物・

食品を生み出す豊かな農林漁村社会，②観光資源等

のポテンシャルを活かし，世界の多くの人々を地域

に呼び込む社会を実現するとした。 
 
３．３ 科学技術イノベーション総合戦略2014にお

ける地域科学技術イノベーション政策 

2014 年 5 月，総合科学技術会議が，総合戦略を

踏まえて司令塔機能強化のためのイノベーション創

出促進に関する調査審議事務等が追加されて，「総合

科学技術・イノベーション会議」に改組され，科学

技術基本計画の策定推進事務が文部科学省から内閣

府に移管された。 
2014 年 6 月に閣議決定された「科学技術イノベ

ーション総合戦略2014」では，2013 年版をレビュ

ーしながら適宜見直しを行っている。 
例えば，取り組むべき5つの政策課題は踏襲しつ

つも，「Ⅳ.地域資源を‘強み’とした地域の再生」

から「Ⅳ.地域資源を活用した新産業の育成」と変更

されている。 
このⅣ.地域新産業育成では，成長エンジンとして

の農林水産業育成，地域の活性化につながる産業競

争力の強化が重点課題として示され，Ⅴ.東日本大震

災復興再生では，2013年版に引き続き，地域産業に

おける新ビジネスモデルの展開を図り，革新的技

術・地域の強みを活かした産業競争力の強化等を推

進するとしている。 
さらに新たな政策課題として，ICT・ナノテクノ

ロジー・環境技術の分野横断技術による産業競争力

強化及び 2020 年オリンピック・パラリンピック東

京大会の機会活用が追加された。 
また，科学技術イノベーションに適した環境創出

として，2013 年版を踏襲して，「イノベーションを

結実させる」の3課題を強化するとして，研究開発

法人を中核としたイノベーションハブの形成，若

手・女性や中小・ベンチャー企業が挑戦できる環境

の整備，大学，研究開発法人，資金３つの改革に係

る取組の推進等が示されている。 
 

３．４ 「日本再興戦略」改訂2014における地域科

学技術イノベーション政策 

『「日本再興戦略」改訂 2014-未来への挑戦-』
（2014 年 6 月閣議決定）においては，改訂戦略の

鍵となる施策を改革に向けての 10 の挑戦として，

1.日本の稼ぐ力を取り戻す：①コーポレートガバナ

ンスの強化，②公的・準公的資金の運用の在り方の

見直し，③産業の新陳代謝とベンチャーの加速，成

長資金の供給促進，④成長志向型の法人税改革，⑤

イノベーションの推進とロボット革命，2.担い手を

生み出す～女性の活躍促進と働き方改革：⑥女性の

更なる活躍促進，⑦働き方の改革，⑧外国人の活用，

3.新たな成長エンジンと地域の支え手となる産業の

育成：⑨攻めの農林水産業の展開，⑩健康産業の活

性化と質の高いヘルスケアサービスの提供・成長の

成果の全国波及として，4.地域活性化と中堅/中小企

業・小規模事業者の革新及び地域の経済構造改革が

示されている。 

 

業仕分け（2009年11月～）が実施され，文部科学

省の地域科学技術振興・産学官連携関連事業につい

ては「事業自体の必要性は否定しないが国として実

施する必要はない」等の理由により「廃止」との評

価結果となり，これを受けて関連施策の廃止・縮小

等がなされた。 
民主党政権が 2010 年 6 月に閣議決定した「新成

長戦略～『元気な日本』復活のシナリオ～」では，

設定した7戦略分野の中で，(4)観光立国・地域活性

化戦略では，地域資源の活用による地方都市の再生

等を図るべきとした。 
また，(5)科学・技術・情報通信立国戦略では，科

学・技術力による成長力の強化を目指して，科学・

技術力を核とするベンチャー創出や，産学連携など

大学・研究機関における研究成果を地域の活性化に

つなげる取組を進める等により，グリーン・イノベ

ーション（環境エネルギー分野革新）やライフ・イ

ノベーション（医療・介護分野革新）等を推進する

とした。 
これを受けて，東日本大震災発生（2011年3月）

に伴う再検討も踏まえた第 4 期科学技術基本計画

（2011年8月閣議決定）は，科学技術政策のみなら

ず関連するイノベーション政策も幅広く対象に含め

て，その一体的な推進を図っていくことが不可欠で

あるとして，「科学技術イノベーション政策」と位置

付けて強力に推進するとの基本認識の下，Ⅰ.基本理

念，Ⅱ.将来にわたる持続的な成長と社会の発展の実

現（1.基本方針，2.震災復興・再生実現，3.グリーン

イノベーションの推進，4.ライフイノベーションの

推進，5.システム改革），Ⅲ.我が国が直面する重要

課題への対応，Ⅳ.基礎研究及び人材育成強化，Ⅴ.
社会とともに創り進める政策展開の全 5 章（「章」

との表記はない）構成となっており，Ⅱ5の「(2)科
学技術イノベーションに関する新たなシステムの構

築」の「③地域イノベーションシステムの構築」を

掲げて，被災地域における特色や伝統を活かすなど，

科学技術イノベーションを積極的に活用した新たな

取組を優先的に推進し，ベンチャー企業等の活性化

等による地域の復興，再生を速やかに実現していく

必要があるとした。 
また，その推進方策として，地域が主体的に策定

する優れた構想の研究段階から事業化に至るまでの

関係府省の施策による支援，優れた成果をあげてい

る地域クラスターを自律的な成長の核となるような

研究開発におけるネットワーク形成，人材養成及び

確保，知的財産活動等に関する重点的な支援，被災

地域等を中心とした関係機関との連携による特区制

度を活用した官民の関連研究機関が集積した新たな

研究開発イノベーションの国際的拠点等の形成に関

する検討等を行うとした。 
 

３．第４期基本計画策定以降の政策動向～自民党政

権における政策 

３．１ 科学技術イノベーション総合戦略における

地域科学技術イノベーション政策 

2012 年 12 月に発足した自民党政権では，3 つの

大きな政策として，金融政策，財政政策，成長戦略

を掲げて，成長戦略の一環として，「科学技術イノベ

ーション総合戦略」（2013年6月閣議決定）を策定

した。 
本戦略は，科学技術イノベーション政策の全体像

を含む長期ビジョン及びその実現に向けて実行して

いく政策を工程表に取りまとめた短期の行動プログ

ラムであり，中期計画である第4期基本計画との整

合性を保つとされているものの，自民党政権におけ

る実質的な「科学技術長期行動計画」と考えられ，

例えば，政策課題としての「地域資源を強みとした

地域の再生」といった地域重視の方向性等，第4期

基本計画とは異なる部分もある。 
基本的考え方として，2030年に実現すべき我が国

の経済社会の姿に向けた３つの視点として，「スマー

ト化」，「システム化」，「グローバル化」を掲げ，取

り組むべき 5 つの政策課題をⅠ.クリーンで経済的

なエネルギーシステムの実現，Ⅱ.国際社会の先駆け

となる健康長寿社会の実現，Ⅲ.世界に先駆けた次世

代インフラの整備，Ⅳ.地域資源を‘強み’とした地

域の再生，Ⅴ.東日本大震災からの早期の復興再生と

した。 
この中で，Ⅳ.地域再生では，地域の産学官が連携

した研究開発や地域経済活性化の取組，科学技術イ

ノベーションの活用による農林水産業の強化，生産

技術等を活用した産業競争力の涵養やサービス工学

による地域ビジネス振興が重点的取組課題となって

いる。 
また，Ⅴ.東日本大震災復興再生では，地域産業に

おける新ビジネスモデルの展開を図り，革新的技

術・地域の強みを活かした産業競争力の強化等を推

進するとしている。 
さらに科学技術イノベーションに適した環境創出

として，「イノベーションの芽を育む」，「イノベーシ
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ョンシステムを駆動する」，「イノベーションを結実

させる」の3課題を強化するとして，産学官の連携･

府省間の連携の強化，研究支援体制の充実等が示さ

れている。 
 

３．２ 日本再興戦略における地域科学技術イノベ

ーション政策 

2013 年 6 月に閣議決定された「日本再興戦略

-JAPN is BACK」では，3つのアクションプランと

して，1.日本産業再興プラン，2.戦略市場創造プラ

ン，3.国際展開戦略を掲げた。 
1.日本産業再興プランは，(1)緊急構造改革プログ

ラム，(2)雇用制度改革・人材力の強化，(3)科学技術

イノベーションの推進，(4)世界最高水準の IT 社会

の実現，(5)立地競争力の更なる強化，(6)中小企業･

小規模事業者の革新，で構成されている。 
この中で，(3)科学技術イノベーションの推進とし

て，科学技術イノベーション総合戦略に基づき，①

「総合科学技術会議」の司令塔機能強化，②戦略的

イノベーション創造プログラムの推進，③革新的研

究開発プログラムの創設，④研究開発法人の機能強

化，⑤研究支援人材のための資金確保，⑥官･民の研

究開発投資の強化，⑦知的財産戦略・標準化戦略の

強化，(5)立地競争力の更なる強化としては，①「国

際戦略特区」の実現等，(6)中小企業･小規模事業者

の革新では，①地域のリソースの活用・結集・ブラ

ンド化等が掲げられている。 
また，2.戦略市場創造プランでは，テーマ 1：国

民の「健康寿命」の延伸，テーマ2：クリーン･経済

的なエネルギー需給の実現，テーマ3：安全･便利で

経済的な次世代インフラの構築，テーマ 4：世界を

惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の実現で構成さ

れ，「世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の実

現」として，①世界に冠たる高品質な農林水産物・

食品を生み出す豊かな農林漁村社会，②観光資源等

のポテンシャルを活かし，世界の多くの人々を地域

に呼び込む社会を実現するとした。 
 
３．３ 科学技術イノベーション総合戦略2014にお

ける地域科学技術イノベーション政策 

2014 年 5 月，総合科学技術会議が，総合戦略を

踏まえて司令塔機能強化のためのイノベーション創

出促進に関する調査審議事務等が追加されて，「総合

科学技術・イノベーション会議」に改組され，科学

技術基本計画の策定推進事務が文部科学省から内閣

府に移管された。 
2014 年 6 月に閣議決定された「科学技術イノベ

ーション総合戦略2014」では，2013 年版をレビュ

ーしながら適宜見直しを行っている。 
例えば，取り組むべき5つの政策課題は踏襲しつ

つも，「Ⅳ.地域資源を‘強み’とした地域の再生」

から「Ⅳ.地域資源を活用した新産業の育成」と変更

されている。 
このⅣ.地域新産業育成では，成長エンジンとして

の農林水産業育成，地域の活性化につながる産業競

争力の強化が重点課題として示され，Ⅴ.東日本大震

災復興再生では，2013年版に引き続き，地域産業に

おける新ビジネスモデルの展開を図り，革新的技

術・地域の強みを活かした産業競争力の強化等を推

進するとしている。 
さらに新たな政策課題として，ICT・ナノテクノ

ロジー・環境技術の分野横断技術による産業競争力

強化及び 2020 年オリンピック・パラリンピック東

京大会の機会活用が追加された。 
また，科学技術イノベーションに適した環境創出

として，2013 年版を踏襲して，「イノベーションを

結実させる」の3課題を強化するとして，研究開発

法人を中核としたイノベーションハブの形成，若

手・女性や中小・ベンチャー企業が挑戦できる環境

の整備，大学，研究開発法人，資金３つの改革に係

る取組の推進等が示されている。 
 

３．４ 「日本再興戦略」改訂2014における地域科

学技術イノベーション政策 

『「日本再興戦略」改訂 2014-未来への挑戦-』
（2014 年 6 月閣議決定）においては，改訂戦略の

鍵となる施策を改革に向けての 10 の挑戦として，

1.日本の稼ぐ力を取り戻す：①コーポレートガバナ

ンスの強化，②公的・準公的資金の運用の在り方の

見直し，③産業の新陳代謝とベンチャーの加速，成

長資金の供給促進，④成長志向型の法人税改革，⑤

イノベーションの推進とロボット革命，2.担い手を

生み出す～女性の活躍促進と働き方改革：⑥女性の

更なる活躍促進，⑦働き方の改革，⑧外国人の活用，

3.新たな成長エンジンと地域の支え手となる産業の

育成：⑨攻めの農林水産業の展開，⑩健康産業の活

性化と質の高いヘルスケアサービスの提供・成長の

成果の全国波及として，4.地域活性化と中堅/中小企

業・小規模事業者の革新及び地域の経済構造改革が

示されている。 

 

業仕分け（2009年11月～）が実施され，文部科学

省の地域科学技術振興・産学官連携関連事業につい

ては「事業自体の必要性は否定しないが国として実

施する必要はない」等の理由により「廃止」との評

価結果となり，これを受けて関連施策の廃止・縮小

等がなされた。 
民主党政権が 2010 年 6 月に閣議決定した「新成

長戦略～『元気な日本』復活のシナリオ～」では，

設定した7戦略分野の中で，(4)観光立国・地域活性

化戦略では，地域資源の活用による地方都市の再生

等を図るべきとした。 
また，(5)科学・技術・情報通信立国戦略では，科

学・技術力による成長力の強化を目指して，科学・

技術力を核とするベンチャー創出や，産学連携など

大学・研究機関における研究成果を地域の活性化に

つなげる取組を進める等により，グリーン・イノベ

ーション（環境エネルギー分野革新）やライフ・イ

ノベーション（医療・介護分野革新）等を推進する

とした。 
これを受けて，東日本大震災発生（2011年3月）

に伴う再検討も踏まえた第 4 期科学技術基本計画

（2011年8月閣議決定）は，科学技術政策のみなら

ず関連するイノベーション政策も幅広く対象に含め

て，その一体的な推進を図っていくことが不可欠で

あるとして，「科学技術イノベーション政策」と位置

付けて強力に推進するとの基本認識の下，Ⅰ.基本理

念，Ⅱ.将来にわたる持続的な成長と社会の発展の実

現（1.基本方針，2.震災復興・再生実現，3.グリーン

イノベーションの推進，4.ライフイノベーションの

推進，5.システム改革），Ⅲ.我が国が直面する重要

課題への対応，Ⅳ.基礎研究及び人材育成強化，Ⅴ.
社会とともに創り進める政策展開の全 5 章（「章」

との表記はない）構成となっており，Ⅱ5の「(2)科
学技術イノベーションに関する新たなシステムの構

築」の「③地域イノベーションシステムの構築」を

掲げて，被災地域における特色や伝統を活かすなど，

科学技術イノベーションを積極的に活用した新たな

取組を優先的に推進し，ベンチャー企業等の活性化

等による地域の復興，再生を速やかに実現していく

必要があるとした。 
また，その推進方策として，地域が主体的に策定

する優れた構想の研究段階から事業化に至るまでの

関係府省の施策による支援，優れた成果をあげてい

る地域クラスターを自律的な成長の核となるような

研究開発におけるネットワーク形成，人材養成及び

確保，知的財産活動等に関する重点的な支援，被災

地域等を中心とした関係機関との連携による特区制

度を活用した官民の関連研究機関が集積した新たな

研究開発イノベーションの国際的拠点等の形成に関

する検討等を行うとした。 
 

３．第４期基本計画策定以降の政策動向～自民党政

権における政策 

３．１ 科学技術イノベーション総合戦略における

地域科学技術イノベーション政策 

2012 年 12 月に発足した自民党政権では，3 つの

大きな政策として，金融政策，財政政策，成長戦略

を掲げて，成長戦略の一環として，「科学技術イノベ

ーション総合戦略」（2013年6月閣議決定）を策定

した。 
本戦略は，科学技術イノベーション政策の全体像

を含む長期ビジョン及びその実現に向けて実行して

いく政策を工程表に取りまとめた短期の行動プログ

ラムであり，中期計画である第4期基本計画との整

合性を保つとされているものの，自民党政権におけ

る実質的な「科学技術長期行動計画」と考えられ，

例えば，政策課題としての「地域資源を強みとした

地域の再生」といった地域重視の方向性等，第4期

基本計画とは異なる部分もある。 
基本的考え方として，2030年に実現すべき我が国

の経済社会の姿に向けた３つの視点として，「スマー

ト化」，「システム化」，「グローバル化」を掲げ，取

り組むべき 5 つの政策課題をⅠ.クリーンで経済的

なエネルギーシステムの実現，Ⅱ.国際社会の先駆け

となる健康長寿社会の実現，Ⅲ.世界に先駆けた次世

代インフラの整備，Ⅳ.地域資源を‘強み’とした地

域の再生，Ⅴ.東日本大震災からの早期の復興再生と

した。 
この中で，Ⅳ.地域再生では，地域の産学官が連携

した研究開発や地域経済活性化の取組，科学技術イ

ノベーションの活用による農林水産業の強化，生産

技術等を活用した産業競争力の涵養やサービス工学

による地域ビジネス振興が重点的取組課題となって

いる。 
また，Ⅴ.東日本大震災復興再生では，地域産業に

おける新ビジネスモデルの展開を図り，革新的技

術・地域の強みを活かした産業競争力の強化等を推

進するとしている。 
さらに科学技術イノベーションに適した環境創出

として，「イノベーションの芽を育む」，「イノベーシ
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科学研究プロジェクトの動機は研究活動をどのように特徴づけるのか？

― – – 科学者サーベイから―

○伊神正貫（文科省・ＮＩＳＴＥＰ） 長岡貞男（一橋大）

はじめに

日本では科学の国際競争力を高めるとともに、それを

基盤としたイノベーション創出を強化することが重要な

課題となっている。しかしながら、科学における知識創

造の過程や科学知識からイノベーションが創出される過

程についての、研究プロジェクトを対象とした体系的な

実証研究は、日本のみならず世界的にも存在していな

いのが現状である。これを受けて、一橋大学イノベーシ

ョン研究センターと科学技術・学術政策研究所はジョー

ジア工科大学の協力のもと、日米の研究者を対象とした

包括的な質問票調査 科学者サーベイ を実施した 長

岡ら 長岡ら 。

科学者サーベイでは、調査対象とした論文を生み出

した研究プロジェクトについて、研究プロジェクトの動機、

研究チームの構成、研究マネジメントの実施状況、研究

プロジェクトから生み出された研究成果などの情報を包

括的に収集している。本報告では、科学者サーベイの

結果を用いて、科学研究プロジェクトの動機は研究活

動との関係性の分析を行った結果について紹介する1。

研究の動機を内容面から分類する方法として、ドナル

ド・ストークスによる 象限モデルが応用できる

。これは、ストークスが基礎から応用という一次元

的な研究の分類を克服するために導入した概念であり、

研究の動機を「基礎原理の追求」と「現実の具体的な問

題解決」という 軸を用いて分類する。この分類では、研

究は大きく つのタイプに分類され、そのうち つについ

ては代表的な研究者の名前が付けられている。具体的

には、「基礎原理の追求」を行う研究はボーア型、「現実

の具体的な問題解決」を行う研究はエジソン型、「基礎

原理の追求」と「現実の具体的な問題解決」の両方を行

う研究はパスツール型と呼ばれる。

また、最近の科学論文の分析から、論文の著者数が

年々増加していることが示されている（

）。これは、科学研究

                                                   
1 本要旨は、研究・技術計画学会第 回年次学術大会のホットイシ

ュー「第５期科学技術基本計画策定に向けた政策分析」における議

論に資するために、伊神・長岡 の内容をもとに追記・再構成した

ものである。詳細については、該当論文を参照のこと。

の単位が個人から研究チームに移行しており、研究チ

ームをどのように構成しマネジメントするかが、科学研究

において、ますます重要となっていることを示している。

チームで行われる研究における、研究の動機づけか

ら研究成果までの道筋として、次のようなものが考えら

れる。まず、研究代表者または研究代表者達は、内的

および外的動機づけをきっかけとして研究プロジェクト

を構想する。つぎに、研究プロジェクトの動機 研究プロ

ジェクトの内容 を踏まえ、利用可能な資源の範囲で研

究チームや研究環境を構成し、研究マネジメントを行う。

その結果、新たな知が創造され、それらを論文等の研

究成果として発表する。これらのプロセスの理解は、科

学研究における知識創造プロセスを解釈する上で重要

であるが、実証的な研究はほとんどなされていないのが

現状である。

本報告では、科学者サーベイの結果を用いて、研究

プロジェクトの動機と①研究マネジメントの関係性、②研

究チームの構成、③研究成果の関係性について分析

を行った結果について述べる。

研究プロジェクトの動機

科学者サーベイでは、研究プロジェクトを開始した直

接の動機として、 基礎原理の追求、 現実の具体的

な問題解決、という つの基本的な動機が、それぞれど

の程度に重要かについて尋ねている。本調査では、

のフラスカティマニュアル も参照し

て、それぞれの動機を次のように定義した。

基礎原理の追求 自然現象や観測事実の根幹をなす

原理について、新しい知識を得る事

現実の具体的な問題解決 産業への応用などのため、

実用上の具体的問題を解決する事

科学者サーベイの結果を用いて、日米の研究プロジ

ェクトをストークスの 象限モデルに当てはめた結果を

図表 に示す。ボーア、エジソン、パスツール型の各象

限に該当する研究プロジェクトのバランスは、ジャーナ

ル分野によって大きく異なることが分かる。

 

 

４．科学技術基本計画等における地域科学技術イノ

ベーション政策の変遷に関する分析 

４．1 第１～４期科学技術基本計画における基本政

策の位置付けと変遷 

第 1～3 期科学技術基本計画における地域科学技

術イノベーション（地域科学技術・産学官連携）政

策は研究開発システムの一環として位置付けられて

いる。 
また，先行研究において科学技術基本法施行及び

第 1 期基本計画期間は，「国主導地域配慮型地域科

学技術政策」（地域科学技術政策成長期），第2期基

本計画期間は「国主導地域提案型産学官連携地域ク

ラスター政策」（地域科学技術政策発展期～地域イノ

ベーション政策萌芽期），第3期基本計画期間は「国

主導地域提案型地域イノベーション・システム政策」

（地域科学技術政策転換期～地域イノベーション政

策成長期）として分析・分類されている[1]。 
 第1期から第3期まで拡大成長を続けた地域科学

技術イノベーション政策は，民主党への政権交代に

伴う行政刷新会議事業仕分け等における地域科学技

術振興・産学官連携関連事業の廃止・大幅な見直し

により，第4期科学技術基本計画においても，イノ

ベーション創出システムの一環としての位置付けは

第1期以降の基本計画と同様であるが，第1期から

基本計画目次に「地域～」として明示的に掲載され

ていた優先順位及び記述量共に大幅に低下した[2]。 
なお，基本計画全体の性格・特徴についても，基

本法を受けた第1期における総合的方針・施策の総

花的な記述から第 2・3 期の戦略的重点化のための

重点分野設定等を経て，第4期でのイノベーション

との一体的推進も含めた具体的な重点課題であるラ

イフ及びグリーン（環境・エネルギー）等の課題解

決型重視へと構成も含めて大きく変化している。 
 
４．２ 科学技術イノベーション総合戦略・同2014

における基本政策の位置付けと特徴 

自民党への政権交代後の新たな基本政策である科

学技術イノベーション総合戦略及び同 2014 では，

国家戦略である日本再興戦略・同改訂 2014 におけ

る地域重視の方針も踏まえて，Ⅳ.地域再生・地域新

産業育成が重要政策課題の一つとして取り上げられ

ている。 
これら総合戦略・同 2014 では，第 4 期までの基

本計画において科学技術振興・イノベーション創出

推進システムの一環としての「地域科学技術（イノ

ベーション）」の位置付けが，新たに加えて具体的な

対象分野・課題として，これまで科学技術政策では

明示的な対象とされてこなかった農林水産業の強化，

生産技術活用・サービス工学・ものづくりシステム

最適化等産業競争力強化・地域ビジネス振興等科学

技術のみならずビジネス展開といったイノベーショ

ン創出～展開までを含めたものとなっている[2]。 
  
５．第５期科学技術基本計画に向けた課題と展望 

以上の第 1～4 期基本計画の変遷及び総合戦略等

の分析を踏まえると，第5期科学技術基本計画にお

いては，第4期基本計画までのイノベーション創出

環境支援，総合戦略等で言及されている農林水産業，

地域ビジネス振興に加えて，伝統工芸産業を活用し

た「地域伝産学官連携」[3]といった各種地域資源活

用による新産業創出～ビジネス展開までもスコープ

に含めた具体的な分野・課題等の検討がなされるべ

きである。 
また，地域資源の活用に向けて，文理融合も含め

た競争的資金獲得力の弱い地方大学等を対象とした

基礎研究強化の方策（科研費地域特別枠の設定，新

規制度創設等）の検討が必要であると考えられる。 
なお，今後の課題は，地域における「科学技術イ

ノベーション政策のための科学（SciREX）」活用に

向けた地域イノベーション創出過程・波及効果等の

因果関係の分析評価・解明，適切な評価変数の検討

（これまでの地域科技施策における各種評価等も踏

まえた個別関係機関レベルの詳細な対象データの検

討・収集・分析評価），評価結果の政策への反映方策，

地方の自立と国の支援のバランスを考慮した地方創

生に向けた政策動向の分析等である。 
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